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論 文 内 容 の 要 旨 
 近年台頭の著しい中国経済の歴史と現状に関する研究は枚挙に暇がない状況である。本
研究は、中国経済の歴史的展開を理解するうえで重要と考えられる農村における土地政策
ないし土地制度の変遷がいかなる原因で生じ、また、その結果、どのような諸結果をもた
らすにいたったかについて、新中国の建国期から改革開放期にいたる比較的長い期間を設
定して考察している。 
 中国における農村の土地制度史は 4 期に分けることができる。すなわち、第 1 期は、農
地を農民の私有財産として認めた土地改革期（1950－1953 年）であった。この時期には、
旧地主階級の土地は貧困な農民に再分配され、農民の生活の改善が図られた。第 2 期は、
農業生産合作制（1953―1957 年）が実施された時期であった。農業生産合作制は、1955
年の互助組と初期合作社の段階、1956―1957 年の高級合作社の段階を経験した。互助組は、
農民の自由な意志と相互の利益に基づいて農家に生産手段の私有を認めるものであった。
第 3 期は、人民公社制（1958―1980 年代初期）の時期にあたる。人民公社の下で農民の一
切の財産が公有化された。第 4 期は、農家生産請負制(1979―現在)の実施期である。中国
では、改革開放へ大きく政策の転換が進められる中で、農村に農家生産請負制が導入され、
中国の農業は大きく変貌していった。しかし、現行の農家生産請負制については農民の請
負権や財産権の取扱に関する制度的諸問題が残存しており、中国における農民生活と農村
の発展とおよび土地改革に関してどのような制度的枠組みを構築するのが適当なのか、重
大な課題が残されている。 
 以上のような課題を考察するにあたって、本論文では以下のような順序で検討が行われ
た。 
第 1 章では、中国における農村の土地制度を研究するにあたって、先行研究の論点を整
理し、さらに近年の経済学研究において制度および制度変化の解明を重視する新制度派経
済学の理論的枠組みに注目した。本章では、制度、制度革新、農村における土地制度の革
新とその効果および農業経済発展との関係など、考察すべき課題を提示している。 
 第 2 章では、人民公社設立以前の農村における土地制度（1949 年―1956 年）を取り上げ
ている。主に農業合作社段階の農村における土地制度の変遷と成果を考察した。合作化段
階では、当初、農民が自発的に互助協力を展開し始め、次いで国家の奨励によりさらに多
くの農民が互助組と農業生産合作社に参加することになった。農地改革期における農業合
作社奨励政策の下で農民は土地の使用権を取得し、努力の成果を自らのものとする見通し
を得ることで生産意欲が高まり、収入の増加および生産効率の向上が見られた。 
 第 3 章では、人民公社時代の土地制度（1957 年―1980 年代初期）を検討した。人民公社
時代の農村では、国家のイデオロギーと政策にしたがって、農村において土地の集団所有
制が確立されるとともに、一部の私有制が認められていた高級合作社をへて人民公社制が
樹立された。強力な政治権力の下で土地制度の強制的な変革が行われたため、農民の農業
に対する意欲が低下し、生産効率も減退した。他方、この時期には、農村社会が安定し、
農業生産にも一定の向上がみられたために、工業化に必要な原料と市場が提供された。 
 第 4 章では、人民公社解体後の農村における土地制度（1980 年代初期から現在）につい
て取り上げ、考察している。この時期には、農家生産請負制が広く見られるようになった。
農地の所有権は集団的所有に帰すが、農家は生産請負契約により農地の経営権を得ること
ができ、余剰農産物を自由に処分し収益を得る権利をもつようになった。そのため、農民
の農業生産に対する積極性が再び引き出されるようになり、農民の収入の増加と生産効率
の上昇がもたらされた。他方、農地経営が小規模にとどまるという問題が残されたままに
なっている。 
第 5 章では、中国における農村の土地制度の変遷とその実情を具体的に解明するために、
遼寧省の清原県に立地する草市村、八里村、南山城村の三か村を事例として取り上げ、現
地調査の成果をまとめた。本調査地を選んだ主な理由は、当該地が都市とある程度隔たり
をもち、自給的性格の濃い農村的特質有していたからである。また、文化大革命期におい
て全国各地で多くの歴史資料が失われたのであるが、本調査地の農業資料は破壊を免れ、
現在に至るまで保存されていたからである。本章では、残存する資料の調査研究と農民へ
の聞き取り調査に基づいて、清原県の三か村において土地制度の変遷とその農業経済と農
民社会に対する影響について考察した。 
第 6 章と終章では、現代の中国における農村の土地制度に内在する諸問題とその改革の
方向を展望した。冷戦体制が終焉し、改革開放政策の下で世界経済に台頭してきた現代の
中国において、社会主義市場経済の今後の行方は国内のみならず国際社会の注目するとこ
ろとなった。しかし、中国国内においては、依然として重要な位置を占める農村と農民と
農業経済に関してどのような体制あるいは制度的枠組みを構築していくのが適当なのか、
大きな課題が立ちふさがっている。農村では特に土地政策と土地制度の持続的改革がその
将来を展望する上で鍵を握っていることを明らかにした。  
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本研究の動機は、中国経済の長大な歴史的展開の中で、冷戦期からポスト冷戦期にかけ
て度重なる世界経済の変動に影響されながら波乱に富んだ発展経路をたどってきた建国期
から改革開放期にいたる現代中国経済史の展開について、その間生じた度重なる国内の危
機と農村を対象とする土地政策ないし土地制度の歴史的変革を重ねる形で理解しようとす
るところにある。この研究動機は、明快であり、高く評価される。 
したがって、本研究の対象は、冷戦体制下の中国社会主義を特徴づけ、農村における土
地政策ないし土地制度の根幹をなした「人民公社」の生成、成長、成熟（調整）、解体にい
たる歴史過程についてその前史を含めて究明することにある。このような長期的観点から
「人民公社」について考察を加えようとした研究は少なく、本研究は「人民公社」研究史
に大いに貢献することになるであろう。この点は、本研究では、考察を進めるにあたって、
「人民公社」にかかわる先行研究を丹念に回顧し、本研究の位置と意義を確認していると
ころに表れている。 
また、本論文では、先に設定した対象を究明するに当たり、その説明の枠組みとして、
近年、経済成長ないし経済発展の歴史を理解するために「制度」ないし「制度変化」を重
視する新制度派経済学の諸概念を研究している。それらに基づいて中国における農村の経
済発展と土地制度の変化を理解し、説明する枠組みを構築しょうという方向性が示されて
いる。現代中国経済史研究において先行する理論的枠組みに新たな視点を加えようとして
いる点で評価できる。 
 さらに、中国の農村における土地制度の変化の歴史を説明する上で必要とされる資料と
しては、一次資料として評価の高い「档案館」資料を広く活用し、実証しようとしている。
また、本研究では、中国の農村における土地制度の変化を網羅的に考察するだけでなく、
個別事例の研究を通して実証を深めようとしている点は評価される。すなわち、遼寧省清
原県三か村を取り上げ、未公刊の資料のみならず、農民への聞き取り調査を含む「オーラ
ルヒストリー」の手法を取り入れて実証研究に深みを持たせたことは、本論文においても
っとも高く評価されるところである。 
 以上、本論文の研究にかかる動機、対象の設定、説明枠組みの構築、資料と実証の方法
を検討する限り、博士の学位を得て、将来、専門分野の研究において自立した研究活動を
行うについてその能力と基礎的な学識を有するものと判断する。 
 
